
６５歳以上への定年の引き上げや、定年の定めの廃止、
希望者全員を対象とする継続雇用制度の導入等を行った事業主に対して助成されます。

６５歳超雇用推進助成金
（６５歳超継続雇用促進コース）

受給できる事業主  ※下記以外にも、雇用関係助成金共通の要件などいくつかの受給要件があります。

次のいずれにも該当する雇用保険の適用事業所の中小企業事業主

１．労働協約または就業規則に、次のいずれかの新しい制度を規定し、実施したこと

（１）旧定年年齢を上回る６５歳以上への定年引き上げ

（２）定年の定めの廃止

（３）希望者全員を対象とした旧定年年齢および継続雇用年齢を上回る６６歳以上の継続雇用制度の導入

（４）他社による継続雇用制度の導入

２．１．に定める制度を規定した際に経費を要していること

３．１．に定める制度の実施日の６ヵ月前の日から支給申請日の前日までの間に、６０歳以上の定年を定めていること、

または６５歳以上の定年か継続雇用制度を定めていること

４．支給申請日の前日において、１年以上雇用している６０歳以上の雇用保険被保険者が１人以上いること

５．高年齢者雇用推進者の選任に加え、次の措置を１つ以上実施していること

（１）職業能力の開発および向上のための教育訓練の実施等 （２）作業施設・方法の改善

（３）健康管理、安全衛生の配慮 （４）職域の拡大

（５）知識、経験等を活用できる配置、処遇の推進 （６）賃金体系の見直し （７）勤務時間制度の弾力化

受給内容
【定年引き上げまたは定年の定めの廃止】 （ ）は引き上げ幅

【希望者全員を６６歳以上の年齢まで雇用する継続雇用制度の導入】 （ ）は引き上げ幅

※定年引き上げと継続雇用制度の導入を合わせて実施した場合でも、支給額はいずれか高い額のみ

※１事業主あたり（企業単位）１回限り（※要件を満たす場合は、２回目の申請が可能）

【他社による継続雇用制度の導入】

※専門家等へ委託し、制度導入に要した経費の１／２の額と本表の支給上限額を比較し、いずれか低い方の金額を支給

※いずれの措置を実施する場合も、実施前の定年または継続雇用年齢が７０歳未満である場合に支給

取り扱い機関

独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構

措置内容
６０歳以上被保険者数 ６５歳に引き上げ

６６歳～６９歳に引き上げ ７０歳以上に
引き上げ 定年の定めの廃止

（５歳未満） （５歳以上）

１～３人 １５万円 ２０万円 ３０万円 ３０万円 ４０万円

４～６人 ２０万円 ２５万円 ５０万円 ５０万円 ８０万円

７～９人 ２５万円 ３０万円 ８５万円 ８５万円 １２０万円

１０人以上 ３０万円 ３５万円 １０５万円 １０５万円 １６０万円

６０歳以上被保険者数 ６６～６９歳に引き上げ ７０歳以上に引き上げ

１～３人 １５万円 ３０万円

４～６人 ２５万円 ５０万円

７～９人 ４０万円 ８０万円

１０人以上 ６０万円 １００万円

措置内容 ６６～６９歳に引き上げ ７０歳以上に引き上げ

支給上限額 １０万円 １５万円


	スライド 1

